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外国人向け協会国際衛星放送の業務の委託に関する基準 

 

 

  （適用範囲） 

 第１条 この基準は、放送法（昭和２５年法律第１３２号）第２１条の規定に

基づき、日本放送協会（以下「協会」という。）が、テレビジョン放送によ

る外国人向け協会国際衛星放送の業務の一部を、同条に規定する子会社（以

下「国際放送子会社」という。）に委託する場合について適用する。 

 

  （業務の委託の要件） 

 第２条 協会は、テレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の業務

の一部を国際放送子会社に委託する場合には、放送番組の編集に関する自主

性を堅持するとともに協会の公共放送としての目的達成に支障を来さないも

のとする。 

 ２ 協会が国際放送子会社に委託する業務（以下「委託業務」という。）は、

委託することによりテレビジョン放送による外国人向け協会国際衛星放送の

業務の円滑な遂行に資するものでなければならない。 

 

  （契約の方法） 

 第３条 業務の委託の契約は、当該委託業務についての内容、実施方法、実施

期間、契約金額、支払方法、契約の変更及び解除の条件、委託業務完了の認

定その他必要な事項を記載した契約書により締結しなければならない。 

 

  （契約金額） 

 第４条 契約金額は、当該委託業務の実施に要すると認められる金額とする。 

 ２ 前項の契約金額は、当該委託業務の内容に照らし社会的に公正かつ妥当な

ものでなければならない。 

 ３ 契約金額の算定方法についての具体要領は別に定める。 

 

 



（契約金額の支払方法） 

 第５条 協会は、当該委託業務が完了し必要な検査を終えたのち、国際放送子

会社に契約金額を支払うものとする。 

 ２ 協会は、必要に応じ契約金額の一部又は全部について前金払又は概算払を

することができるものとする。 

 

  （再委託） 

 第６条 協会は、協会がその必要を認めて承認した場合に限り、国際放送子会

社に当該委託業務の一部を他の第三者に再委託させることができるものとす

る。 

 

  （委託業務の管理） 

 第７条 協会は、必要に応じ国際放送子会社から当該委託業務の進行状況等を

報告させ、又は必要な指示を与える等委託業務の実施管理上必要な措置を講

ずるものとする。 

 

  （成果等の発表又は公開） 

 第８条 協会は、国際放送子会社が当該委託業務の内容及び成果等について発

表又は公開しようとする場合は、国際放送子会社に事前に協会の承認を受け

させるものとする。 

 

 （著作権等の取扱い） 

 第９条 協会の委託により制作された番組の放送権の範囲については、協会と

国際放送子会社が協議により定めるものとする。 

 ２ 国際放送子会社が当該委託業務を実施することにより生じた放送権以外の

著作権及び著作隣接権の取扱いについては、協会と国際放送子会社が協議に

より定めるものとする。 

 

 （発明考案等の取扱い） 

 第１０条 協会は、国際放送子会社が当該委託業務を実施することにより創生

した工業所有権に係る発明考案等を出願しようとするときは、事前に協会に

通知させるものとする。 

 ２ 協会は、前項において必要があるときは、国際放送子会社と共同で出願で

きるものとする。 



 

（財産の所有権等の取扱い） 

 第１１条 国際放送子会社が業務の委託の契約に基づいて製作又は取得した財

産の所有権その他の権利（第９条第１項及び第２項に定めるものを除く。）

は、一般に妥当と認められる取引慣行に基づき国際放送子会社に帰属するも

の、及び協会が指定するものを除き、協会に帰属するものとする。 

 

 

附則 

  この基準は、平成２０年７月１日から適用する。 


